
はじめに

　人類史の中で，最もめまぐるしい変化を遂げ

た２０世紀が終わろうとしています。来るべき

２１世紀がどのような歴史を綴るのか，容易に予

測はできませんが，人々が安心して暮らせる世

紀であって欲しいと願わずにはいられません。

　日本はいま，政治も経済も混迷を深め，重苦

しいムードに包まれています。どうすればこの

状態から抜け出せるのか，国民みんなの問題と

して提起されています。とりわけ，国内消費に

支えられた景気の回復をどう図るのかは，当面

する緊急の課題になっています。

　１９５７年４月東京で呱々の声をあげた「日本中

小企業家同友会」は，戦後の民主化政策が大きく

転換されようとするさ中に生まれました（その

背景や経過については『中同協３０年史』参照）。以

来，自主・民主・連帯の精神に立ち，国民と共

に歩み，中小企業の自立的繁栄を目指して運動

を進めてきました。　中小企業が主体性を保持

し，繁栄を遂げて行くためには何が必要なのか

が，発足当初から熱烈に論議されました。その

成果が１９７５年１月に中同協から発表された「中

小企業における労使関係の見解」です。そこでは，

企業における労使の関係を掘り下げ，科学性・

社会性・人間性に根ざした同友会の人間観が明

確に示され，「中同協の労使見解」として内外か

ら強い関心が寄せられました。　

　現在，同友会運動の重要な柱として取り組ま

れている「社員教育」は，一貫して「中同協の労

使見解」を柱として進められています。「社員教

育」と「共同求人」を表裏の関係として位置づけ，

真っ先に活動に組み入れ，中小企業の経営に不

可欠なものであることを，先駆的に明らかにし

たのが北海道同友会でした。３０年余にわたるそ

の活動を総括し，皆さんにご検証ねがい，さら

なる肉付けをおねがいしたいと思います。

切実だった人材確保

　北海道同友会が，東京・神奈川・名古屋（当時）・

大阪・福岡など先輩同友会の援助と励ましに

よって誕生したのは，１９６９年１１月のことでし

た。その頃は未だ，６０年代のいわゆる「高度成

長」期にあり，日本中の企業が，人手はいくらで

も欲しい状況にありました。

　当時の北海道は，大企業にとっての「求人草

刈り場」となっていて，新卒者がそっくり本州の

大企業にさらわれて行くのを，地元の中小企業

は指をくわえて見送るしか手がないありさまで

した。発足当時同友会に入ってくるメンバーも，

「求人難をなんとか解決したい」の切実な悩みを

抱えていました。例会では，「どうすれば若者が

来てくれるのか」，「どのようにすれば定着して

くれるのか」が，常に話題にのぼりました。

　草創期のメンバーは，地域でも業界でも有力

と目される企業でしたが，大企業の人材吸引力

には手の打ちようがありませんでした。

　当時は，人さえいれば業績が伸ばせる環境で

したから，例会では「人手確保」にどう取り組ん

で行くかが真剣に論議されました。記憶をた

どってその一部を紹介してみましょう。　

　Ａ　北海道に生まれ育った若者は，北海道の
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自立的発展を支える大事な力である。教師たち

も大半がドサンコではないか。教師たる者，学

生たちに「新しい郷土をつくろう」と，呼びかけ

て当然ではないか。

　Ｂ　大企業は，景気が悪くなれば平気で人を

使い捨てにする。学校の先生はそんなことを考

えずに，送り出しているのではないか。

　Ｃ　それを先生たちに気づいてもらうために，

この「高度成長」の後には，必ず激しいリアク

ションがあることを伝えていこう。既にここか

しこにその兆しが見えているのだから。

　Ｄ　でも，負け犬の遠吠えのように受け取ら

れるかも知れないから，学術論文や権威のある

統計できちんと裏付ける必要があろう。

　Ｅ　世間では，大企業のほうが中小企業より

優れていると信じられているが，本当にそうな

のか。集団就職で本州の大企業に行った男がＵ

ターンしてうちの会社で働いている。われわれ

自身が，北海道や中小企業の良さについて，もっ

と確信を持つべきではないか。

　Ｆ　主観的，観念的なものだけでは説得力が

ない。具体的に中小企業が遅れている就業規則，

持ち株・持ち家制度，福利・厚生設備などを整

え，信頼されるように迫ることが大切だろう。

　Ｇ　大都市圏の環境汚染は，悪化の一途であ

る。効率とか収入など，目先のことに目を奪わ

れず，長い人生を「人間らしく豊かに暮らす」こ

との幸せも，若い人に分かってもらうようにし

なければなるまい。

　論議は果てることがなく，二次会に持ち込ま

れてさらに熱が上がりました。賃金，退職金，

社宅・持ち株・報償制度，車通勤規定，など，

人の採用と処遇に関わる各社の体験を基に，具

体的な情報を交換しながら体系的にまとめてい

きました。

　その学び合いの様子と成果を，会員が求人で

つながりのある学校の先生に話し，アドヴァイ

スねがったりしているうちに，「同友会は，人を

大事にする企業づくりを熱心に進めている」と，

進路担当の先生方の話から巷間に伝わり，入会

してくる人が現れるようになりました。それに

自信を得て，商業主義に毒された求人ではなく，

①地場企業の発展で活力ある地域づくりを，②

共に夢も希望もある郷土づくりを，③人間味溢

れる中小企業で労働の喜びを，という考えに立

つ同友会独自の共同求人活動に取り組もうでは

ないかという話が出てきました。

　お金をかけず，若者の生涯教育を視野にいれ

た共同求人活動の準備が始まりました。

求人には教育責任が

　同友会に加盟する道内の中小企業に就職して，

楽しく働き，価値ある人生を生きようではない

かと訴える求人活動。当時はビジネスライクな

求人が支配していましたから，そう簡単に理解

を得られる状況ではありませんでした。若者の

生涯に責任を持つ体制ができていなければ親や

教師の信頼はえられません。

　例会の論議は，いよいよ中身が濃く具体性を

おびてきました。　就業規則の見直しは，全社員

の意見を聞き納得を得なければできません。そ

のためには，経営者自身が次のようなことをま

ず自らに問いかけなければなりませんでした。

①なぜこの会社を経営しているのか。どのよう

な企業にしてゆきたいと考えているのか。②労

使が生きがいを持って働くためには，どんな条

件が求められるのか。③生きるうえでの目標を

持って，自覚的に努力している社員はどのくら

いいるだろうか。④会社の現状は，新入社員が

先輩の働く姿を見て，希望を持って働けるよう

な状態だろうか。⑤社員の知的好奇心を育て，

社会的な常識に照らして自立した大人になって

もらうことが先決ではないのか。

　考えるほどに課題の多さに驚き，自社の人的

体制ではとても対応できないことを悟りました。

　かくして，「人材確保」は，「受け皿づくり」と

不離一体であり，社員の人間としての自覚を促

すことなしに，若者にとって魅力ある企業には

できないことが確認されたのです。その結果，

共同求人活動に取り組む前に，会員が協力し同
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友会として社員教育をしてそれぞれの社内体制

を整え，社会的信用の基礎を固めることにしま

した。

　最初に手がけたのは，北海道同友会が発足し

て１年経った１９７０年１１月の「上級幹部教室」で

した。対象は部長クラスで，経営者が頼みにし

ている人たちです。当時の案内状に，その意義

と目的が簡潔に述べられています。

　【同友会幹部教室の意義と目的】　

［意義］　７０年代にふさわしい労使の学び合いの場

であり，激動期を積極的に生き抜く人たちの教室。

［目的］　中小企業における幹部の役割を明らかに

し，行動では機関車に，精神的には太陽になれる幹

部を養成する。

　経営者の上級幹部に対する期待がいかに大き

いかを案内状が示しています。同友会の理念を

社員にも分かってもらうために，講師は極力同

友会の役員が分担することにしました。私が進

行役とコーディネーターを務めました。講師団

の事前討議では，講義の内容を次の３点に絞る

ことにしました。①戦後日本経済史を学びなが

ら，「高度成長」政策の問題点を明らかにし，間

もなくその矛盾がドラスティックな形で露呈す

るだろうことを警告する。②いかなる時にも，

企業にとって頼みになるものは，「人間的な総合

力」であることを分かってもらう。③上級幹部は，

担当する職務に明るいだけではなく，国際的な

視野に立って経営者にアドヴァイスできる「先

読み能力」を備える必要があることを訴える。

　当初，「ねらいが少し高すぎる」とのためらい

もあったのですが，受講者たちは目を輝かせて

聞き入り，幹部としての期待がいかに大きいか

を感動をこめて受け止めてくれました。大局観

と科学性を持つことの重要性が，中小企業の幹

部たちにすんなり受けいれられたことによって，

「社員にもっと信頼を寄せるべきだ」と，教えら

れました。講師を務めた役員も，生臭い経営問

題を論議している時の様子とはうって変わって，

日頃の学習ぶりを披露することで講師相互の信

頼関係が強まりました。

　続いて７１年２月には，「中級幹部教室」が開か

れ，職場における 要 としての任務と役割を，具
かなめ

体的に提起しました。　

　３番目に開かれたのは，「女子社員マナー教

室」でした。当時流行していたマナー教室は，元

スチュワーデスなどを講師とする，「外見で感じ

良く思われる応対の手法」を伝授するようなも

ので，中小企業にはしっくりフィットしません

でした。それは，人間的な信頼関係を構築する

視点が欠けているように感じられました。まず，

事務局内部で「同友会らしいマナー」について論

議しました。私が講義用のテキストをまとめて

みました。Ｍａｎｎｅｒの語源から本来の意味を探

りました。英語の古語辞典から，本来マナーは

「ことを進めるために必要な人を手配する人」と

いう意味であったことが分かりました。そのよ

うな大事な任務を与えられている人は，集団の

中で信頼と尊敬を集めた，人格，識見を併せ持

つ皆にとっては人間としての規範になるような

人だったのでしょう。そこから，いま一般に理

解されている①礼儀作法　②流儀・しきたりの

意味に変わってきたことが読みとれました。

従って私たちは，マナーを「その時，その時代

に要求される，人間としての社会的行為のあり

よう」と意訳しました。その発見によって，ヒト

が人間になるまでの道程をたどり，人類史的な

視点でマナーを考える講義内容にする方針が出

てきました。その方針は現在も変わらず，創意

に富んだ画期的なものだと自負しています。

　同友会の社員教育が「人間が人間らしく生き

るとは，どういうことかを問い続ける」学び合い

だということが理解されるようになって，同友

会は経営者の学びの場であるだけでなく，社員

にとっても親しみがもて，信頼をおける学び舎

であるとして，会の内外に広く知られるように

なっていきました。その土台のうえで共同求人

活動が展開されたのです。私たちは既に，発足

後間もない７０年から高校を中心とする学校訪問
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はやっていましたが，７２年からは新聞紙上に広

告を出し，社会的に責任を持てる「同友会の共

同求人活動」として本格的に活動を進めること

になりました。北海道における求人活動と社員

教育は，まさに表裏一体のものとして発展しま

した。

教育学者との連携

　北海道同友会が発足して５年もすると，社員

教育活動は上級幹部，中堅幹部，女子社員マナー

の各教室に加え，営業マン，現場代人，技術者

等の教育研修へと幅が広がっていきました。（末

尾資料参照）あわせて，例会や研究会では就業規

則の見直し，福利厚生制度の拡充などについて

論議と実践が進んでゆきました。

　会員経営者の意識も含めて，会内の体制が

整ったところで共同求人委員会が発足し，７４年

度から求人パンフを発行，本格的な求人活動が

はじまりました。（活動実績は末尾資料参照）

　最初の頃は高卒重点でしたが，会員企業の発

展につれ，取り引きの相手が変わり，広汎にし

て高度な対応力が求められるようになりました。

「大卒者も入れておかないと…」の焦りがでてき

ました。

　事務局員や役員の知り合いである大学教授と

のパイプを頼りに，「道内各大学との教育懇談

会」が徐々に　開かれるようになりました。「北

海道の自立的繁栄を担う北海道生まれの若者を，

道内の中小企業に供給する意義と期待されるこ

と」などが，話の中心になりました。大学側から

も積極的な提案がありました。それがきっかけ

で，１９７９年４月から札幌商科大学（現札幌学院

大学）で，私と国吉事務局長（現中同協・専務幹

事），西谷事務局次長（現常任理事，経営・政策

局長）の３人で３年半の間『中小企業論』の講義

を受け持つことになります。

　実は，７０年以降社員教育に取り組みながら，理

事会では「教育は，会社にとって使い勝手が良

い人間づくりであってはいけないのではない

か」との反省が出ていました。北大教育学部，北

海道教育大学などの先生方と社員教育委員会の

メンバーが「教育とは何か，人間が育つとは」に

ついて公式，非公式の懇談を重ねました。

　結果として，「研修会，講習会の形では，やは

り訓練の域を出られない」本来の教育は，「自分

で考え，課題を見つけ，実践して，社会に役立

ちながら生きて行ける能力をつけさせるように

サポートすること」ではないかということにな

りました。長い目で企業の発展を考え，新しい

時代に柔軟に対応できる力を貯えておくことが

今こそ大事だと気付きはじめたのでした。７１年

の春頃から同友会大学の必要性が社員教育委員

会で確認され，事務局が中心になって具体的な

構想が練られはじめました。

　しかし，４０人定員で６ヶ月サイクルでやって

も，当時の会内における教育要求では，せいぜ

い４回位で続かなくなるだろうとの見通しで，

その後１０年間暖められました。

　札幌支部の会員数が１２００社を超え，同友会の

活動も多面化して会員の意識も向上して長期継

続可能な諸条件が整い，８１年１月に待望の同友

会大学が開講の運びとなりました。

同友会大学開講で得た教訓

　同友会大学の開講にあたって，当時の社員教

育委員長（初代学長）関口功四郎氏は新聞記者に

次のように語っています。

〈談話要旨〉

　「同友会大学は，会員がなんとかして中小企業

に力をつけようと，やむにやまれぬ気持ちで設

立したものだけに，受講者は重大な使命を認識

して励んで欲しい。受講生は，各企業ではなく

てはならない中心人物として期待された人であ

るとともに，それぞれの家庭でも期待され，同

友会も期待をかける人たち。その人たちが集ま

るだけに講師になる各大学の先生たち，同友会

の会員経営者も期待しているはず。

　親のスネをかじっていやいや勉強している学

生を相手にするのと違い，講義が生きるか死ぬ

かが，受講生それぞれにかかっている。受講生

86 企業環境研究年報　第５号



には，年の差も地位の差もあるが，割り切って

第１期の名に恥じないような成果を望みたい」

（１９８１・１・１５・北海タイムス）。

　受講生にたいする期待の大きさと，主催者と

しての責任の重さをどれだけ感じていたかが分

かります。また，　同友会大学第１期生募集の案

内状には受講者に対して受講するメリットを，

次の４点にまとめて訴えています。

〈同友会大学がめざす真の人材〉

①情勢を的確に把握できる科学的な認識力と分析

力をもち，②自己の専門分野における卓越した力は

むろん，総合的な能力に富み，③困難をおそれぬ不

屈の情熱と科学的な愛情に裏打ちされた優れた指

導力の持ち主であり，④たえず謙虚に自分の成長を

心がける人，になることができるでしょう。

　かなり気張った呼びかけになっていますが，

各社から推薦された４０名の受講生はとても真剣

に学んでいました。途中転勤２名，出席不足３

名，卒論未提出者２名を除く３３名が晴れて卒業

することができました。厳しい採点基準であり

ながらさすがに優秀な人が多く，未だに語り草

になっています。当時３５才で，社長室長であっ

たＯ氏は数年後社長になられ，今期から同友会

大学の第４代学長に就任されました。

　現在第４０期が開講中で４０名が学んでいます

が，３９期までに１６８９名が卒業し５７７社の各企

業で，社長・専務をはじめ上級幹部として活躍

しています。

　同友会大学構想を発表した当初は，「中小企業

の幹部に学問を保障したり，どこでも通用する

教養を身につけさせるなど無駄ではないか」の

疑問が寄せられましたが，２０年来の実績を振り

返り総括した結果は，「いかなる研修会・講習会

より持続性，即効性の両面から評価できる」と確

認されています。特に物事の本質を体系的に追

究し学習する態度が，経営者にも後輩社員にも

良い影響を及ぼしています。第１期卒業生でＴ

社専務（現社長）Ｆ氏が，卒業にあたって述べた

決意の概要を紹介します。

〈経営者・　営業幹部としての決意〉

　「企業は倒産するようにできている」と言われて

います。ならば，経営者，幹部の使命は倒産させな

いことと言っても良いでしょう。過去の急成長時代

ならいざ知らず，今の状況下では「倒産させない」

ことは，極めて重みのあることです。

　わが社の経営理念が，本当に社会に貢献できるも

のかどうか社員と共に検証して行きたいと思いま

す。情勢は変化し，経営環境はさらに激しく変わっ

ていきます。経営者としての判断力と営業幹部とし

ての行動力を，合わせ持つ必要があることを痛感し

ました。

　経営理念に基づく売り上げ目標，収益目標の具体

的な設定，会社の財務内容の全面掌握に直ちに取り

組んでいきます。そのために，社員の意見も聞いて

当社が長年にわたって培ってきた信用，ノウハウを

再集約したいと考えます。

　私は今，会社の理念，目的，使命をどれだけ知っ

ていたのか自分に問い掛けています。大局に立って，

社長を助け，社員を育て，しかも営業幹部として営

業の先頭に立たなければならない自分を自覚しま

した。頑張ります。

　このように，日常の仕事に追われていると，

何時しか視野狭窄，実践優先に陥りがちの幹部

を仕事だけの狭い生活から引き出すうえで，同

友会大学は大きな役割を果たしています。　　

　社内同窓会が実質的な執行役員会として機能

し，業務計画・社員教育・渉外などの面で積極

的に提案・サポートをしてくれ，社長が「大助

かりしている」と喜んでいる会社もあります。

　卒業生は同窓会を組織し交流を深め，年に２

回研修会を開催し，５年毎には一般市民にも公開

する教育講演会を開くなど，高まり合いの意欲

を燃し続けています。そこには，人間性と知性

に溢れた２１世紀のニューリーダーがすくすくと

育っています。
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経営者大学が目指すもの

　同友会大学に触発されて，経営者大学が経済

学を皮切りに１９８２年５月に発足しました。それ

は，幹部たちが同友会大学で学びだすと，視点

が変わり，関心が広がり，学究心が高まって，

社長が体系的な勉強をしておかないと話が合わ

なくなりそうな気配が感じられたからでした。

同友会が目指す，「共学・共育・共生の企業づく

り」をＯＪＴで実践するとなれば，社長自身がそ

の先頭に立たなければならないわけで，体系的

に最近の状況をつかんでおく必要が生まれたと

もいえます。　土曜日を各社とも休むようにな

り，幸いにも時間がとれる人が増えてきたこと

も，発足の条件になりました。

　単元は，経済・経営・法律・北海道論・人間

論の５つで，各単元は１０講，１講３時間，つま

り単元の合計講義時間は３０時間になります（カ

リキュラムは末尾資料参照）。レポートの提出は

なく，７０％以上出席すれば単元修了証書がもら

え，５単元全部修了すると卒業です。１８年間で

５７名の経営者が卒業されました。講義のレベル

は大学院程度と，各講師におねがいしてありま

す。経営者大学は，講師の都合などもあって，

必ずしも年に２回開講できるわけでなく，卒業

までに最短で４年，最長で１０年かかった人もい

ます。さらに，７０才を超えている前代表理事の

Ｙ氏のように２回も卒業された方が現れるなど，

その学習意欲には脅威を感ずるものがあります。

　教授の方々も，受講経営者の意欲とマナーに

圧倒されて，全力投球で講義をされ，知的なす

がすがしさが漂う教室風景です。

　現在北海道同友会が進める社員教育は，同友

会大学と経営者大学の卒業生が，講師，コーディ

ネーターとして活躍していることも成果の活か

しかたとして参考になるのではないでしょうか。

　講師陣からは，「同友会大学と経営者大学の卒

業生で同友会大学院を開設してはどうか」，との

積極的な提案が出されていますが，事務局体制

に対応するゆとりがなく，延び延びになってい

るのが心残りとなっています。

　かくして労使の，高い次元での学び合いが進

むにつれ，常に同友会の共育運動を原点にたち

返って点検を怠らないことが重要になってきま

した。私たちが，『教育基本法』や『ユネスコの

学習権宣言』を学び，『中同協の第１５回・第２５

回総会宣言』を読み返しているのは，そのため

です。　

小さな社会としての企業

　人を雇用することは，極めて厳粛な社会的行

為であります。社会への役立ちを念頭に置いて

教育を考えなければなりません。

　社会という組織（機構？）は，ヒトが衣・食・

住を安全確実に得るための必要性から形成され

てきました。個としての人間は頼りない動物で

す。自らの弱さと，他人の良さを認めあうこと

が社会の出発点でした。人間にとって，社会は

生きる上での安全装置でした。　ところが今の

社会は，個々の人にとって，言い知れないプレッ

シャーを感じる抑圧装置に変質してしまったか

のようです。それは，社会が一部の人たちによっ

て一部の人たちのために運営されるようになっ

てしまったからです。

　人間の社会は，原始共同体から奴隷制，封建

制，資本主義へと仕組や運営を変えてきました。

「より確実に，より良く，より安心な」暮らしを

求めてきた結果でした。しかし，１８世紀半ば以

降産業革命の波が世界中を支配しはじめると，

人間社会の様相が俄かに変わってきました。人

類が獲得してきた知恵も，地球上の資源も，労

働力として人間も，資本の力でかき集め，あら

ゆるものを商品に変えていきました。

　人間の暮らしにも大きな変化が起こりました。

それまでは，農業を中心に身を寄せ合い助け

合って暮らしてきた人たちが，サラリーマンに

なって都会に吸い寄せられ，「隣は何をする人

ぞ」の暮らしをするようになりました。職人た

ちも会社員になって社宅に住みました。その人

たちにとって，雇ってくれた会社が社会になり
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ました。しかし，その小さな社会は，激烈な競

争が繰り広げられる強制と抑圧の装置だったの

です。

　日本は，明治維新以降資本主義社会に移行し

ていきました。世界の流れに比べ遅れた仲間入

りでした。時の政府は焦り，封建的な仕組みや

思想を意図的に残して，先進欧米諸国に「追い

つけ，追い越せ」政策を強行しました。日本の

社会が今のように特に目立って変わってきたの

は，戦後の５０年代から８０年代にかけてでした。

文字通り日本列島がかきまわされ，山は削られ，

田や畑は団地に変貌し，人間は分断され，大企

業が異常なばかりの成長をとげました。

　気付いてみれば，社会は殺伐たるものに変

わっていました。まともな努力がまともに報い

られず，一寸したためらいや失敗で容赦なく敗

者となる競争。家庭も地域も学校も，安らぎの

場ではなく途方にくれる子供たち。大人も子供

も何者かに急き立てられ，不安と焦燥に駆られ

る日々。中小企業もその激浪に翻弄され，いつ

も苦闘を余儀なくされてきました。

　今の日本の社会は，急ぎ過ぎた成長政策のも

とで大きく歪められてしまった姿です。先進国

日本の現状は，銀行や大企業が経営危機に揺ら

ぎ，中小企業が相次いで倒産し，巷には失業者

が溢れ，学校を出ても就職できず，政府の予測

はいつも外れて，国民は将来への見通しが立た

ず，途方にくれています。中小企業に働く社員

とて同様の不安を抱えています。

　そのような状況の中で，中小企業の社員たち

は，今勤めている身近な会社に，改めて期待を

寄せざるをえなくなっています。少し大胆です

が，中小企業はあたかも原始共同体時代の１つ

の集団に似ているように思います。

　 長 が，構成員皆の信頼を集めている。長は，
おさ

皆のことをいつも気にかけ，天候や皆の健康・

意見等を十分に勘案して，安全により多くの食

べ物を得る手だてを練る。案は，長老たちとも

よく相談して決める。決まったことは，群れの

構成員が一致団結して実行する。成果は，老人

や妊婦，病人，子供たちにいたわりを込めて平

等に配分する。お互いにとってかけがえのない

人たち。明日も皆と共に一生懸命に働こうと，

希望を持って眠りに就く。今の私たちから見れ

ばとても貧しい生活だったと思います。でも，

なんと人間味に溢れた安らぎのある生活でしょ

う。

　今，中小企業の労使に問われているのは，人

間らしく生きる決意があるのかどうかというこ

とです。あるとすれば，先ず自分たちの身近な

会社（社会）を，皆で健全で活力あるものに変

えていくことです。自分たちの人生を，自分た

ちの手で構築することです。労使にとって，お

互いが生きるための「砦づくり」として，企業

を守り育てることです。

　今の情勢はどうなっているのか，どうすれば

何時頃どうなるのか。その間自分たちは，どの

ような手順で，どのような役割を果たし，企業

を守り育て，国民みんなにとって住みよい社会

環境づくりに貢献するのか。　　

　その点でお互いが十分に分かり，納得し合え

る会社にするために，一人ひとりが確かな分別

力を身に付けることが求められます。共学・共

育の風土が必要になってくるのです。

人材は人財なのか

　高度成長期以降，大企業も中小企業も社員の

募集にあたり，「人材」ではなく「人財」などと，

やたらと人を持ち上げるような表現が多くなり

ました。働く人こそが企業にとって一番大切だ

との意味だろうと思います。しかし，「当社こそ

人を大切にする企業」とばかりこれ見よがしの

「人財論」には，なんとなく企業エゴがちらつき

ます。そのニュアンスに，人間をお金や機械と

同種の経営資源，つまり収益をあげるために役

立つ素材・道具としてしか見ていないように感

じられてならないのです。

　『字通』（平凡社）で調べてみました。その大

元は「才」にあるようですが，「材」は本来『も

ちまえ，たち，ちから』の意味で，「素材」とい
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うより「素質」を表すといえます。「財」は，

『たから，はたらき』の意味が強く，「効能とし

ての価値」を表すように理解できます。従って，

「人材」という表現は，「限りなく成長し，世の

ため人のために役立つことができる可能性を

持った人」ということを表す，的確なものだと

私には思えます。「人財」という表現は，「企業に

とって宝物のような人」のニュアンスが強く，

「会社に利益をもたらしてくれさえすれば十分

で，それ以上のことは貴方に望まない」とも感

じとれます。これは私の感じ方が変なのでしょ

うか。

　企業が人を求めるのは，一定の経営効率をあ

げるためであることは確かです。が，現実の問

題として職業は，人の人生に大きな影響を及ぼ

します。「就業時間内に生産効能を発揮してくれ

さえすれば良い」とし，その範囲だけで社員を

処遇することが，本当に「人間尊重の企業」な

のでしょうか。

　企業間の激しい競争下で，生き残っていくた

めには，並みの努力では間に合わなくなってい

ることは事実です。その激烈な闘いを勝ち抜く

力は，無限の可能性を秘める人的パワーに依存

する以外にないことも確かです。だからといっ

て，社員を会社の経営効率を高める要員として

「人財」とする人間観で，果たして人を本当に大

切にできるのでしょうか。「人材」ではどうして

も気がすまないなら，シンプルに「人」とした

ほうが素直です。　

　私たちは，バブル崩壊の後，外側からの姿と

は実体が全く違っていた有名企業があることを

知らされました。なりふり構わぬ利益追求に

走ったあげく倒産した銀行，何千億という借金

を棚上げにさせた大手ゼネコンや百貨店，ナ

ショナル・ブランドの上にあぐらをかき，ずさ

んな衛生管理で多くの人の命を脅かした乳業会

社など，目に余るモラルハザードの例は，企業

エゴに根ざす忠誠心の恐さと脆さを見せつけて

くれました。

　私たちがいつも心すべきことは，社会の主体

者は人間であり，いかなる時にも人間の尊厳が

犯されてはならないということです。企業が行

う社員教育には限界があります。だからこそ，

同友会が理念に基づいて組織的に行う社員教育

は，人間の尊厳とは何か，人権とは何か，人間

らしいとはどのようなものか，人間と社会との

関わり，人間と自然のつながり，人間としての

幸せとは，など人間が安心して暮らしていくた

めに考えておくべき重要なテーマに沿って，労

使が共に問い続けることを忘れてはならないと

考えます。

経営指針づくりはＯＪＴで

　人間は，一般的に自分が置かれている立場や

経験に支配され，偏った見方や感じ方をしやす

いものだといわれています。差し迫った状況に

なると，いっそう自分の思うがままにことを運

びたいという焦燥感に駆られます。しかし，人

間も会社も，社会的な存在であり，社会の要求

に応えなければ世間から相手にされなくなりま

す。経営権を持つ経営者は，常に客観的，理性

的に物事を認識して，的確に社会的責任を果た

すべき使命を負っています。社員とその家族の

人生を預かっています。取引先の命綱を握って

います。だから，企業の進路決定に重大な誤り

があってはなりません。そのためには，身の周

りにいつも確かなサポーターが必要であり，幹

部や社員を良識ある社会人に育てる努力を忘れ

てはなりません。

　北海道同友会は，その点を繰り返し確認し

合って社員教育を進めてきました。「自立した人

の自主性と自覚に基づく，民主的で有機的な結

合集団としての企業づくり」を一貫して提唱し

てきました。

　私たちは，共同求人・社員教育活動を進めよ

うとする過程で，「経営理念」と「経営方針」を明

確にしなければならないことが分かってきまし

た。①会社は誰のために，なぜ存在するのか。

②取り扱う商品や技術は確かなものか。③世間

は会社を本当に必要としているのか。④将来ど
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のような会社になっているのか。経営者がこの

点で自信が持てないようでは，お客様も社員も

安心して寄りつけません。

　中同協は，１９７７年の第９回総会で「経営指針

を確立する運動」を提唱し，以来運動の大事な柱

としてパンフ『実践的な経営指針の確立と成文

化の手引き』を発行して，継続して運動の広がり

を追求しています。「経営者，中堅幹部，一般従

業員がともに一つの意志にまとまって企業経営

にあたろうとするならば，経営理念・方針・計

画の成文化は，経営者のいちばん大切な義務・

責任といわなければなりません。これをしない

ということは経営者としての責務を果たしてい

ないということになります。経営指針の確立と

成文化は，経営者が主体となり，全社員の英知

を結集して行われなければなりません」（『成文

化の手引き』より）とあるように，企業の憲法と

もいうべき思考や行動の柱が明確にされていな

ければ，社内の意志統一も，団結して行動する

こともできません。

　なかでも「経営理念」がとても大事です。企業

の哲学（物の見方，考え方）であり，事が起きた

ときにどう対応すべきかを判断する基準だから

です。社員教育もこの理念に沿ったものでなけ

れば混乱を招きます。

　企業の目的は何でしょうか。利益をあげて社

員の分け前を多くすれば良いのでしょうか。そ

れでは，社員は計画ではなく，お客様をうまく

騙すような策略を練ることになるでしょう。ま

ともな社員なら本気で頑張る気になれません。

利益は，社会的貢献の度合いによって得られる

ものです。いわば社会の期待値ともいうべきも

のです。

　同友会は，４３年前に東京に創立されて以来，

「企業には科学性・社会性・人間性が必要であり，

それが失われたら企業に未来はない」と一貫し

て考えてきました。つまり経営理念は，各企業

の経営者と社員が話し合って決めてよいもので

すが，社会的，民主的な常識による検証に耐え

られなければ意味がないということです。主観

と自己都合のごり押しは，社会に通用しないの

です。

　経営方針・経営計画とて同様であります。な

るべく多く，売りたい，儲けたいのは当たり前

ですが，客観的な条件と主体的な条件を科学的

に分析掌握し，社員が納得してその気になるこ

とによって，具体的な計画や数値になるわけで

す。この辺のところを社員と共に議論しながら，

ＯＪＴで「経営指針」づくりが進められています。

　各地同友会の成果を，作られた「経営理念」

を，中同協発行の『成文化の手引き』から紹介

しながら確認してみましょう。

株式会社　サヤカ　（東京同友会・製造業）

　人間的なふれあいを大切にし，技術の向上で応え

る

１，　私達は，人間のしあわせと社会の進歩に，自

分たちの仕事が少しでも役立つことをめざ

します。

２，　私達は，一人一人のもって生まれた個性を

発揮し，発展させることのできる人間の集団

となることをめざします。

３，　私達は，自覚的規律で結ばれた，自立した

人間の集団となることをめざします。

４，　私達は，現状に甘んじず，常に個人と組織

の創造的向上をめざします。

株式会社　アイワード　（北海道同友会・総合印刷業）

１，　私たちは<文字>や<画像>が「知性」　や「感

性」の豊かな運び手として，政治・経済・文

化・生活に果たす役割を大切に考え，それら

を印刷メディアや電子メディアを通して，広

く社会に伝えるお手伝いをすることを自ら

の責務とします。

２，　私たちは共に学び合い育ち合って，真心の

こもったサービスと，より良質の製品を提供

できるよう努力し，結果として環境や労働条

件が改善され，従業員が「幸せ・ゆとり・豊

かさを味わえる」会社づくりをめざします。
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（財）操風会岡山旭東病院（岡山同友会・病院経営）

経営理念

１，　安心して生命をゆだねられる病院

２，　快適な，人間味のある温かい医療環境を備

えた病院

３，　他の医療機関と共に良い医療を支える

４，　職員一人ひとりがしあわせで，やりがいの

もてる病院

私達の実行すること

１，　挨拶をする，時間を守る，積極的に，よき

医療機関となるよう提言，参加します。

２，　私達は人間として共に成長するように互い

に援助し，人間としての素晴らしさを手にし

ます。

３，　脳・神経・運動器の総合的専門病院として

リーディングホスピタルを目指します。

４，　医療技術，医療の心の向上に努力します。

５，　患者様を中心にした，患者様のための医療

を常に考えて行動します。

　このように，同友会で学ぶ企業の経営理念に

は，科学性・社会性・人間性が豊かに織り込ま

れています。

経営指針と就業規則の関係

　経営指針づくりを始めると，社員は労働強化

を連想し，就業規則が持ち出されてくることが

あります。経営指針は，法的な責任はないけれ

ども労使にとっては切実な共通の課題です。就

業規則は，法的な責任を伴うもので性質は異な

りますが，労使が互いに理解し合い責任を分か

ち合うべきものとしては共通性があります。と

ころが，経営者にしてみると，「経営指針には縛

られるが，就業規則は社員が守るべきもの」と

考えたいようです。社員は，「就業規則は仕方が

ないが，経営指針は経営者の責任で遂行される

もの」と考えたいようです。これでは，指針も

規則もお互いに不信を前提に，嘘やごまかしを

防ぐ 枷 でしかありません。そんな労使関係なら
かせ

指針も規則も存在する意味がないともいえます。

　人間が社会的な生活をする動物であることは

先に述べましたが，組織（会社も）は，構成員

が自己実現のために，「共通の理念で協力し合

う」ということで成り立つものです。　政党であ

れば，理念と政策で一致する人たちが集まり，

早く，確実に自分たちの政策を実現するために，

党則で団結して活動します。党則は党員限りの

自主的なものです。会社であれば，定款があっ

て，理念が示され，過去の歴史に支えられ，中・

長期の計画を達成することで成り立ちます。　

　経営指針は労使にとって是非実現したい自主

的課題です。法的な束縛力はありませんが，会

社の存亡に重大な関わりがあります。　就業規

則は，法的に作ることが義務づけられています。

しかも，日本国憲法の第２５条に，「すべての国

民は，健康で文化的な最低限度の生活を営む権

利を有する」とあり，何びともこれを犯すことは

できません。つまり，会社がどれほど大変で

あっても，「社員が生きる張り合いを失うような

労働を強いてはならない」との歯止めとも読み

取れます。じつは就業規則は，社員の人間的権

利を保障する強い防護装置なのです。ここで不

思議なことに気付きます。

　経営指針は，法的な責任はないが会社の存否

に関わる重大な性質をもっています。とりわけ，

指針の中に含まれる売り上げ，収益目標の達成

は厳しい経営環境にあるからこそ重要です。会

社に万一のことがあれば社員は路頭に迷い，取

引先にも多大な迷惑を及ぼします。つまり，会

社と社員の生存権がかかる現実的な課題です。

ところが社員は，「経営指針はしょせん経営者の

願望であって，自分たちはそれを助けてやる」

程度に捉えているケースが多いように感じられ

ます。　

　就業規則には，会社側は細かいところまで気

を配り，現場の声を聞いて定期的に見直しをし

たりして定めています。正直なところ経営者に

は相当の負担感があるのです。ところが社員の

多くは，時間外手当の計算基準や休暇日数を決

めてあるものだが，「あれこれ規制が細かく書い
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てあり，うっとうしい」と感じているようです。

　法的にはあってもなくても良い「経営指針」

には会社と社員の生存権が懸かり，「就業規則」

は，法律で守られた労働者の保護装置でありな

がら，会社がなくなれば泡沫のように消え去り

ます。

　中小企業を取り巻く経営環境は一段と厳しく

なる中で，労使にとっての生存権をがっちり守

るためにこそ，経営指針は必要です。社員の人

間としての権利を最低限保障するのが就業規則

です。労使の信頼を基礎にした有機的な団結に

よって，経営指針を強力な企業防衛力にし，就

業規則を社員の暮らしを守る確かな保護装置に

していきたいものです。

　経営指針と就業規則は，補完しあい会社を支

える力になるものです。それは「枷や義務」では

なく，労使双方が人間としてより良く生きるた

めの「権利」を高らかにうたいあげたものと理

解したいものです。それを明確にするために，

就業規則にもその考え方を明示しておくことが

必要です。その一例として北海道同友会事務局

の就業規則「まえがき」を紹介しておきます。

まえがき

　同友会は，激動の中に生まれ，激動の中で発展す

る中小企業家の自主的，民主的な組織です。同友会

に勤務する事務局員は，会の理念や方針を深く理解

して，理事会の指導の下に，会の発展と中小企業の

繁栄のために，創造的に任務を果たしていただかな

ければなりません。

　社会的，歴史的に大きな意義をもつ同友会の運動

も，日常的には地味な実務や活動に支えられてこそ

発展するわけですから，事務局員は常に会員の要求

と期待に応え，謙虚な気持ちでよく学び，行動して，

自己を磨くように心がけてください。

　実務を文字通り実務的に処理するような姿勢で

は，同友会の事務局員としてはふさわしくありませ

ん。会員の声や，声なき声を正確に深く聞き，ただ

ちに要望にそって適切な対応をすると同時に，会員

の声や得た情報を正確に理事会に反映して，会の自

主的，民主的な運営を保障する良きアシスタントで

あって欲しいものです。

　同友会が掲げる３つの目的は，それぞれに関連を

もっていますので，活動が一面的にならないように

気を配り，会員はもとより，中小企業の経営を守り，

繁栄を保障するための働き手として事務局員には

大きな期待がよせられています。この期待に応える

よろこびと誇りを忘れず，自覚的，創造的に就業規

則を守り，活用するように願っています。

 （１９８０年１０月１日）

経営活動は社会教育に通ずる

　北海道同友会の新入社員マナー教室からはじ

まる一連の教育体制は，行政，学校からも期待

と信頼が寄せられています。私が，公立高校入

試制度改善委員会委員，（財）北海道生涯学習協

会理事，北海道職業能力開発促進センター推進

協議会委員，（財）北海道銀行中小企業人材育成

基金理事等を委嘱されたり，講師として，地方

自治体職員研修会・公立高等学校校長・教頭の

研修会，地方議会議員研修会等などに呼ばれた

りしています。

　その他，会員の方がたが教育に関わる広い分

野で役員，講師として活躍され，同友会はあた

かも教育団体のように思われている感さえしま

す。それは，同友会に集う経営者が，謙虚に学

び，科学性・社会性・人間性に裏付けられた民

主的な常識を身に付けているからだと思います。

また同友会は，各地域でそれぞれの特性を引き

出し，経済や教育に活力を与える実績を残して

きたからでもありましょう。内外から同友会に

寄せられる期待は高まるばかりで身が引き締ま

る感じがします。

　しかし目を転ずれば，日本の現状は容易なら

ざるものがあります。大企業優先で進められて

きた日本経済は，いま大きな矛盾に直面してい

ます。生産でも，流通でもその大部分を担う中

小企業，そして何より就業人口の７５％を抱える

中小企業，その中小企業が活力を取り戻すこと

が，とりもなおさず日本再生のかなめです。
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　中小企業に与えられた社会的，歴史的な任務

は身にあまるともいえます。でも，身近に目を

やれば周りには庶民の暮らしがあります。誠実

で素朴な人間性を備えた社員がいます。長年引

き立てていただいた取引先があります。それら

に依拠し，労使がもてる力の限りをつくし，共

に汗し，共に学び，喜びを共有する企業づくり

を目指すならば，道は必ず開かれます。

　経営活動は経済行為であるだけでなく，自社

の商品，技術，サービス等を通して消費者の消

費意欲を啓発し相手の潜在的な需要を掘り起こ

し，生活に豊かさをもたらし，結果としてよろ

こばれるならば，それは立派な社会的貢献とい

えます。また，同友会の理念に沿って，学び合っ

た人たちが，積極的にお客様に接し，仕事を通

して生きる喜びと美しさを伝える行為は，優れ

た教育活動です。仕事をそのようにできるのが

中小企業です。私たちはこのところに確信をも

つべきでしょう。

　そこで，まとめに代えて，私も起草に関わっ

た中同協第２５回総会宣言の一部を紹介し終わら

せていただきます。

総会宣言抜粋　

　（前略）　本総会に「２１世紀型中小企業づくり」な

る課題が提起されました。それは，次の２点に要約

される，いわば「同友会型企業」ともいうべき，新

しい時代が求める企業のありようであります。

　第１に，自社の存在意義を改めて問い直すととも

に，社会的使命感に燃えて事業活動を行い，国民と

地域社会からの信頼や期待に高い水準でこたえら

れる企業。

　第２に，社員の創意や自主性が十分に発揮できる

社風と理念が確立され，労使が共に育ちあい，高ま

りあいの意欲に燃え，活力に満ちた豊かな人間集団

としての企業。　

　（中略）今まさに直面している政治，社会，経済構

造の急激な変化に対応するためには，なんとしても

追求しなければならない経営課題です。また，中小

企業にかけられる期待に応えるための，不可欠要件

でもあります。（中略）中小企業の経営にとって容易

ならざる現実ではありますが，私たちは自らを鍛え

る試練と考え，全国同友４万人の仲間と力を合わせ

て，困難を克服して行こうと誓い合いました。さら

に，自主・民主・連帯の絆を強化しながら，同友会

の理念に立って，企業経営と同友会運動にいっそう

の情熱を傾けて行こうと，決意を新たにしました。

　私たちは，その誓いと決意を胸に，２１世紀に向

けて，中小企業に課せられた歴史的使命を果たすべ

く，力強く前進して行くことを，本総会の名におい

て宣言します。

 （２０００．８．２０記）
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年度別開催回数と参加人数
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　私たちは、“ひろく国民の要求に応えつつ、日本経済を担う

中小企業の繁栄を！”をスローガンとして、７月６、７日の

両日にわたって第１５回総会を開催しました。内外情勢の動向

や経営に関わる諸問題について真剣に論議をかわし、中小企

業をとりまく経営環境が一段と厳しくなっている事実を認め

ざるを得ませんでした。

　同友会は、このような厳しい時代がくることを予見し、さ

まざまな努力を積み重ねて参りました。とりわけ、激動の時

代に対応できる保障は“人材”にあると考え、“共同求人”や

“社員教育”に力を入れて取り組んできました。本総会におい

ても、記念講演をはじめ、多くの分科会の中で教育の問題が

討論され、共に学びあう気風に満ち、新しい時代にふさわし

い労使の信頼関係をつくることが、社員教育の基本であるこ

とを確認しました。

　日本経済と国民生活の真の担い手は中小企業であり、その

経営基盤は国民生活と地域の中にあります。従って中小企業

の危機は、日本国民と地域住民の危機であると言っても過言

ではありません。この現実を考える時、「共に育ち合う土壌づ

くり」とも言うべき同友会の社員教育の理念を、企業経営の

範囲のみにとどめておくことはできません。今こそ、地域の

人々の暮らしを見つめ、家庭、学校、社会における教育と結

合して、“人間が人間として息づく”環境を共に作り上げてい

かなければなりません。

　国民の大多数が働いている中小企業は、これからの時代を

になう人間を育てるための“たよれる学校”でもあります。

その誇りと自覚をもって、社会的責務をはたすことにより中

小企業の繁栄は約束されます。

　どんなに厳しい時代になろうとも、この確信をもって、全

国１万５千の同友会員が固く団結し、さらに同友の輪をひろ

げ、従業員と共に日本経済の繁栄と国民生活の向上をめざし

て、いっそう奮闘することを宣言します。

　　　１９８３年（昭和５８年）７月７日

 中小企業家同友会全国協議会第１５回定時総会

中同協第１５回総会　総会宣言（教育宣言）（１９８３年７月）

ユネスコ　学習権宣言（抜粋）１９８５月２９日第４回ユネスコ国際成人教育会議

　学習権を承知するか否かは、人類にとって、これまでにも

まして重要な課題となっている。

　学習権とは、

読み書きの権利であり、

問い続け、深く考える権利であり、

想像し、創造する権利であり、

自分自身の世界を読みとり、歴史をつづる権利であり、

あらゆる教育の手だてを得る権利であり、

個人的・集団的力量を発揮させる権利である。

　成人教育パリ会議は、この権利の重要性を再確認する。

　学習権は未来のためにとっておかれる文化的ぜいたく品で

はない。

　それは、生き残るという問題が解決されてから生じる権利

ではない。

　それは基礎的な欲求が満たされたあとに行使されるような

ものではない。

　学習権は、人間の存在にとって不可欠な手段である。

　もし、世界の人々が、食糧の生産やその他の基本的な人間

の欲求が満たされたことを望むならば、世界の人々は学習権

をもたなければならない。

　もし、女性も男性も、より健康な生活を営もうとするなら、

彼らは学習権をもたなければならない。

　もし、わたしたちが戦争を避けようとするなら、平和に生

きることを学び、お互いに理解し合うことを学ばねばならな

い。

　　“学習”こそはキーワードである。

　学習権なくしては、人間的発達はあり得ない。

　学習権なくしては、農業や工業の躍進も地域の健康の増進

もなく、そして、さらに学習条件の改善もないであろう。

　この権利なしには、都市や農村で働く人たちの生活水準の

向上もないであろう。

　端的にいえば、このように学習権を理解することは、今日

の人類にとって決定的に重要な諸問題を解決するために、わ

たしたちがなしうる最善の貢献の一つなのである。

　しかし、学習権はたんなる経済発展の手段ではない。それ

は基本的権利の一つとしてとらえられなければならない。学

習活動はあらゆる教育活動の中心に位置づけられ、人々を、

なりゆきまかせの客体から、自らの歴史をつくる主体に変え

ていくものである。

　それは基本的人権の一つであり、その正当性は普遍的であ

る。学習権は、人類の一部のものに限定されてはならない。

すなわち、男性や工業国や有産階級や、学校教育を受けられ

る幸運な若者たちだけの、排他的特権であってはならない。

本パリ会議は、すべての国に対し、この権利を具体化し、す

べての人々が効果的にそれを行使するのに必要な条件をつく

るように要望する。 （以下　略）


